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地区防災計画の策定等について
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１ 地区防災計画について①
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（１）地区防災計画制度の概要

〇地域防災力を高めて、地域コミュニティを維持・活性化することを目的に、市
町村内の一定の地区の居住者及び事業者（以下「地区居住者等」という。）
が作成する自発的な防災活動に関する計画（平成25年の災害対策基本法
改正において新設）

〇各地区の特性や想定される災害等に応じて、計画の作成主体、防災活動
の主体、防災活動の対象である地域コミュニティ（地区）の範囲、計画の内
容等を地区の特性に応じて、自由に決めることができる

〔計画の作成主体・防災活動の主体〕
○自主防災組織又は町内会・自治会、本市に事務所を有する事業所など
〔地域コミュニティの範囲〕
○町内会・自治会、小学校区、マンション単位等
〔計画の内容〕
○地区内の居住者や要配慮者の状況、昼間と夜間の人口の違いなど、地区の特性を踏まえ、作成
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１ 地区防災計画について②

3

（２）地区防災計画の提案等

〇地区居住者等は、共同して、当該地区における防災訓練の実施、物資等の
備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等の自発的な防災活動に関する
計画である地区防災計画（素案）を作成し、地域防災計画に定めることを市
防災会議へ提案できる

〇市防災会議は、提案を受け、必要があると認めるときは、地域防災計画に
これを定める
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２ 東小倉地区防災計画について
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〇幸区・東小倉町内会において検討を重ね、令和６年５月、市防災会議に

素案を提出（地区防災計画の提案は本市初）

〇７月、市の事前審査会において、内容を審査（地域防災計画との整合等）

〇９月、市防災対策検討委員会（学識者等で構成）に内容を報告
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３ 地域防災計画地区防災計画編について
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（１）地域防災計画「地区防災計画編」の新設
〇市防災会議において、本市地域防災計画に東小倉地区防災計画を定める
こととした場合は、地域防災計画に「地区防災計画編」 を新設し、同編に計
画の名称、団体名等を記載、計画本編は、地域防災計画資料編に掲載

（２）今後の取組
〇取組体制の整備や地域課題の抽出、計画案の
作成などのプロセスを地区居住者等が主体と
なって進める中で地域の防災力の向上が期待
できる

〇市は、地域の状況を踏まえながら各区役所と
連携して相談対応等の支援に取り組むとともに、
地域防災計画に定めた地区防災計画の事例を
広く周知・啓発していく
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４ 今後の予定
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令和 ６年 １１月１５日 市議会総務委員会所管事務報告

令和 ７年 ２月

川崎市防災会議
(地域防災計画に定めるかを審査）

計画公表、市議会机上配布、報道発表

6



7

資料２－２



8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



 

 

川崎市地域防災計画 
 

地 区 防 災 計 画 編 
 

 （令和６年度策定） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川 崎 市 防 災 会 議 
 

 

 

 

19

（案）

資料２－３



 

目 次 

 

１ 計画の方針 

 

（１）計画の目的 ························································· 1 

（２）地区防災計画制度の概要 ············································· 1 

（３）地区防災計画の提案等 ··············································· 1 

（４）地区防災計画の活用 ················································· 2 

 

２ 本計画に定める地区防災計画 ··········································· 3 

 

20



１ 計画の方針 

（１）計画の目的 

この計画は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第 42 条の規定に基づき川崎市防災会議が作

成する計画で、同法第 42 条の２の規定に基づく地区防災計画について定めるものであり、自助、共助

の精神に基づき、市と連携して行う自発的な防災活動を促進し、ボトムアップ型で地域における防災力

を高めることを目的とする。 

 

（２）地区防災計画制度の概要 

平成 25 年の災害対策基本法改正において、地域コミュニティにおける共助による防災活動の推進の

観点から、市町村内の一定の地区の居住者及び事業者（以下、「地区居住者等」という。）が行う自発的

な防災活動に関する地区防災計画制度が新たに創設された。 

地区防災計画は、各地区の特性や想定される災害等に応じて、多様な形態をとることができ、また、

計画の作成主体、防災活動の主体、防災活動の対象である地域コミュニティ（地区）の範囲、計画の内

容等は地区の特性に応じて、自由に決めることができるとされている。 

 

（３）地区防災計画の提案等 

地区居住者等は、共同して、当該地区における防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援

体制の構築等の自発的な防災活動に関する計画である地区防災計画を作成し、地域防災計画に定めるこ

とを市防災会議へ提案できる。市防災会議は、提案を受け、必要があると認めるときは、地域防災計画

に定めるものとする。 

 

（提案等の流れ） 

地区居住者等 市防災会議 市・区 

○地区防災計画（素案） 

の提出 

 

〇審査結果を受領 

 

 

 

 

 

 

 

〇市へ事前審査を行わせる 

   ことができる 

 

  〇地域防災計画に定める 

   必要があるかを審査し、 

   審査結果を通知 

        

 

 

  〇地域防災計画（地区防災計画

編）に定める 

 

〇計画の事前審査 

 （事前審査会の開催等） 

    

○事前審査の結果を報告 

 

 

 

 

 

（資料編 地区防災計画の提案に関する要綱） 

 

 

地域防災計画に定める場合 
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（４）地区防災計画の活用 

地域防災計画に地区防災計画を定めた地区居住者等は、平素から調査研究、教育、訓練等により、当

該計画の習熟に努め、市及び関係機関はこれを支援するものとする。 

 また、市は、地域防災計画に定めた地区防災計画についての事例を広く周知・啓発するものとする。 
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２ 本計画に定める地区防災計画 

 本計画に定める地区防災計画は次のとおりである。 

なお、地区防災計画本編は資料編に掲載する。 

 

 名称 策定主体 本計画に定めた年月 

１ 〇〇地区防災計画 〇○（〇区） 令和 年 月 
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（令和７年２月  日 川崎市防災会議決定） 

 

 令和６年度策定 

川崎市地域防災計画 （地区防災計画編） 

        編集発行 川崎市防災会議 

〔事務局〕 川崎市総務企画局危機管理室 

〒210-8577  川崎市川崎区宮本町１番地 

ＴＥＬ 044(200)0337 
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